
平成30年10月26日

依存

財
源
19
6
億
5,3
33

万円
自主財

源
184
億
2,418万円

51
.6％
　
　　

　　　　　　   48.4％
　
　

　　　　　　

市債
30 億 4,890 万円
（8.0%）

その他（依存財源）
25 億 7,249 万円
（6.7%）

市税
135億5,556万円
（35.5%）

民生費
121億6,835万円
（32.3%）

その他
1億 6,408 万円
（0.4%）

議会費
2億 6,143 万円
（0.7%）

消防費
13 億 4,606 万円
（3.6%）

商工費
16 億 7,819 万円
（4.5%）

公債費
43 億 7,201 万円
（11.6%）

総務費
42 億 4,718 万円
（11.3%）

教育費
43 億 5,217 万円
（11.6%）

衛生費
20 億 8,267 万円
（5.5%）

農林水産業費
30 億 9,173 万円
（8.2%）

繰入金
13 億 5,592 万円
（3.7%）

使用料と手数料
７億 1,617 万円
（1.9%）

財産収入
３億 554 万円
（0.8%）

分担金と負担金
2億 4,167 万円
（0.6%）

その他（自主財源）
12 億 1,876 万円
（3.2%）

地方交付税
58 億 4,083 万円
（15.3%）

国庫支出金
56 億 1,568 万円
（14.8%）

県支出金
25 億 7,543 万円
（6.8%）

歳入
380 億
7,751 万円

歳出
376 億
2,282 万円

寄附金
10 億 3,056 万円
（2.7%）

土木費
38 億 5,895 万円
（10.3%）

歳  入

平
成
29
年
度(

29
年
４
月
１
日
～
30
年
３
月
31
日)

の
市
の
決
算

は
、
９
月
の
市
議
会
通
常
会
議
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

市
総
合
計
画
に
定
め
ら
れ
た
６
つ
の
政
策
の
基
本
目
標
に
基
づ

き
、
政
策
推
進
の
重
点
分
野
を
定
め
て
事
業
を
行
い
ま
し
た
。

依存

財
源
19
6
億
5,3
33

万円
自主財

源
184
億
2,418万円

51
.6％
　
　　

　　　　　　   48.4％
　
　

　　　　　　

市債
30 億 4,890 万円
（8.0%）

その他（依存財源）
25 億 7,249 万円
（6.7%）

市税
135億5,556万円
（35.5%）

民生費
121億6,835万円
（32.3%）

その他
1億 6,408 万円
（0.4%）

議会費
2億 6,143 万円
（0.7%）

消防費
13 億 4,606 万円
（3.6%）

商工費
16 億 7,819 万円
（4.5%）

公債費
43 億 7,201 万円
（11.6%）

総務費
42 億 4,718 万円
（11.3%）

教育費
43 億 5,217 万円
（11.6%）

衛生費
20 億 8,267 万円
（5.5%）

農林水産業費
30 億 9,173 万円
（8.2%）

繰入金
13 億 5,592 万円
（3.7%）

使用料と手数料
７億 1,617 万円
（1.9%）

財産収入
３億 554 万円
（0.8%）

分担金と負担金
2億 4,167 万円
（0.6%）

その他（自主財源）
12 億 1,876 万円
（3.2%）

地方交付税
58 億 4,083 万円
（15.3%）

国庫支出金
56 億 1,568 万円
（14.8%）

県支出金
25 億 7,543 万円
（6.8%）

歳入
380 億
7,751 万円

歳出
376 億
2,282 万円

寄附金
10 億 3,056 万円
（2.7%）

土木費
38 億 5,895 万円
（10.3%）

歳  出

用
語
解
説

■
地
方
交
付
税
…
市
町
村
の
財
政

力
に
応
じ
、
国
が
交
付
す
る
お
金

■
国
庫
・
県
支
出
金
…
国
・
県
が

市
に
対
し
、
特
定
の
事
業
に
使
い

道
を
指
定
し
て
交
付
す
る
お
金

■
市
債
…
市
が
事
業
を
行
う
た
め

に
計
画
的
に
借
り
る
お
金

■
繰
入
金
…
基
金
や
他
の
会
計
か

ら
繰
り
入
れ
る
お
金

■
自
主
財
源
…
市
が
自
ら
の
機
能

で
調
達
す
る
お
金

■
依
存
財
源
…
国
や
県
が
権
限
・

基
準
に
よ
り
交
付
す
る
お
金

■
公
債
費
…
市
債
を
返
済
す
る
た

め
の
お
金

減
少
に
よ
り
、
地
方
交
付
税
が

４
億
３
０
０
０
万
円(

６
・
９
％)

減
少

■
歳
出

　

歳
出
は
３
７
６
億
２
２
８
２
万

円
で
、
28
年
度
と
比
較
し
て

12
億
５
０
０
０
万
円(

３
・
４
％)

増
え
ま
し
た
。
主
な
増
減
は
次
の

と
お
り
で
す
。

◆
希
望
郷
い
わ
て
国
体
・
希
望
郷

い
わ
て
大
会
北
上
市
実
行
委
員
会

負
担
金
の
減
少
な
ど
に
よ
り
、

教
育
費
が
２
億
５
０
０
０
万
円

■
歳
入

　

歳
入
は
３
８
０
億
７
７
５
１
万

円
で
、
28
年
度
と
比
較
し
て

12
億
５
０
０
０
万
円(

３
・
４
％)

増
え
ま
し
た
。
主
な
増
減
は
次
の

と
お
り
で
す
。

◆
国
営
農
業
基
盤
整
備
事
業
に
充

て
る
た
め
な
ど
で
市
債
が
７
億
円

(

29
・
７
％)

増
加

◆
財
源
不
足
団
体
に
交
付
さ
れ
る

お
金
で
あ
る
普
通
交
付
税
な
ど
の

市税の内訳
・固定資産税

68億6,916万円
・市民税              

56億1,014万円
・市たばこ税          

 7億7,974万円
・軽自動車税       

    2億8,480万円
・入湯税

　 1,116万円
・その他

56万円

※グラフ中の％は、総額に占める割合を表しています。

  

一 

般 

会 

計

(

５
・
４
％)
減
少

◆
国
営
土
地
改
良
事
業
和
賀
中

部
地
区
事
業
負
担
金
の
増
加
な

ど
に
よ
り
、
農
林
水
産
業
費
が

６
億
７
０
０
０
万
円(

27
・
９
％)

増
加

　

な
お
、
歳
入
と
歳
出
の
差
引
残

高
４
億
５
４
６
９
万
円
は
30
年
度

に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

決 
算

29 年度

問い合わせ
財政課　☎72-8249
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９
つ
の
特
別
会
計
の
合
計
は
歳

入
が
１
９
６
億
１
３
９
９
万
円
、

歳
出
が
１
９
４
億
６
０
４
５
万
円

と
な
り
ま
し
た
。
29
年
度
は
全
て

の
特
別
会
計
で
黒
字
決
算
と
な
り

ま
し
た
。

小規模保育設置促進事業費補助金
   　　　　　　　　　　          3,156万円

■子育てと医療・福祉の充実した
　明るく健やかなまちづくり

■美しい環境と心を守り育てる
　まちづくり

あじさい型ＣＯ２削減モデル関連事業
１億8,559万円

■生きる力を育み、文化が躍
　動するまちづくり

小中学校トイレ便器洋式化推進事業
1,094万円

■ひと、技、資源を組合せ活気う
　まれるまちづくり

産業支援センター管理事業
5,185万円

■誰もが快適に暮らし続けられ
　るまちづくり

橋 梁
りょう

長寿命化修繕事業 
１億5,587万円

インフラ資産マネジメント推進事業
           　　　　      　           3,470万円

■市民が主役となり企業や行政
　と協働するまちづくり

■主な債務残高の推移　　　　　　　　　　  
地方債現在高

(普通会計)
企業債現在高

(企業会計)
一部事務組合等に
対する将来負担額 合計

28年度 356億円 293億円 6億円 655億円

29年度 346億円 276億円 6億円 628億円

比較(増減) ▲10億円 ▲17億円 0億円 ▲27億円

特
別
会
計

歳　入 歳　出 差　引

国民健康保険 88億6,400万円 87億7,143万円 9,257万円

後期高齢者医療 15億4,394万円 15億4,293万円 101万円

介護保険 74億8,546万円 74億8,144万円 402万円

工業団地事業 3億5,450万円 3億4,915万円 535万円

農業集落排水事業 8億   336万円 8億   329万円 6万円

駐車場事業 3億3,270万円 3億3,270万円 －

宅地造成事業 4,484万円 1,703万円 2,781万円

電気事業 1億7,514万円 1億5,243万円 2,271万円

土地取得 1,005万円 1,005万円 －

合　　計 196億1,399万円 194億6,045万円 1億5,354万円

一　般　会　計 380億7,751万円 376億2,282万円 4億5,469万円

合　　計 576億9,150万円 570億8,328万円 6億   823万円

■各会計決算額

一般会計と
９つの特別会計の

決算総額は？
 歳入  576億9,150万円
 歳出  570億8,328万円   

約 62万円 
(30年３月31日現在の人口

 92,584人で計算)

市民一人当たりの
支出は？

政 策 推 進 の 重 点 分 野

特 

別 

会 

計

※歳入と歳出は表示単位未満四捨五入のため、差し引きと合計が一致しない場合があります。
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■健全化判断比率
実質赤字比率

(一般会計等の
赤字の割合)

連結実質赤字比率
(全会計の赤字
の割合)

実質公債費比率
(借金の返済額
の割合)

将来負担比率
(将来負担する
負債の割合)

28年度 － － 15.5％ 63.6％
29年度 － － 15.5％ 53.5％

早期健全化基準 12.31％ 17.31％ 25.0％ 350.0％
財政再生基準 20.0％ 30.0％ 35.0％

　
地
方
自
治
体
の
財
政
の
健
全
度

を
示
す
健
全
化
判
断
比
率
の
指
標

は
４
つ
あ
り
ま
す
。
市
の
数
値
は

い
ず
れ
も
国
の
基
準
を
下
回
っ
て

お
り
、
健
全
な
状
態
で
す
。
ま
た
、

公
営
企
業
の
経
営
状
態
悪
化
の
度

合
い
を
示
す
資
金
不
足
比
率
は
算

定
さ
れ
て
お
ら
ず
、
各
公
営
企
業

の
経
営
も
良
好
な
状
態
で
す
。

　

今
後
も
両
比
率
の
数
値
に
基
づ

き
、
市
と
市
が
関
与
す
る
団
体
の

財
政
お
よ
び
経
営
状
況
に
注
意
し
、

財
政
の
健
全
化
に
つ
な
が
る
対
策

を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

健
全
化
判
断
比
率
・

　

資
金
不
足
比
率

　
　

を
公
表
し
ま
す

29年度■健全化判断比率・資金不足比率の対象

一部事務組合・広域連合

地方公社・第３セクターなど

実
質
赤
字
比
率
連 

結 

実 

質 

赤 

字 

比 

率

実 

質 

公 

債 

費 

比 

率

将 

来 

負 

担 

比 

率資 

金 

不 

足 

比 

率

※
資
金
不
足
比
率
は
公
営
企
業

ご
と
に
算
定
し
ま
す
。

行政区域内人口 92,584人
処理区域内人口 62,588人
水洗便所設置済人口 56,790人
処理件数 25,995件
総処理水量 8,451,393㎥
総有収水量(下水道使用料の
対象となる汚水の量) 6,294,846㎥

普及率 67.6％
水洗化率 90.7％
有収率(総処理水量に占める
総有収水量の割合) 74.5％

■29年度の流域公共下水道関連状況

下
水
道
事
業
会
計

　
下
水
道
事
業
会
計
に
は
、
収
益

的
収
支(
排
水
を
処
理
す
る
事
業

費)

と
資
本
的
収
支(
施
設
を
整
備

す
る
事
業
費)

が
あ
り
ま
す
。

　

排
水
を
処
理
す
る
事
業
は
、

３
３
５
１
万
円
の
純
損
失
を
計
上

し
ま
し
た
。
収
入
に
占
め
る
一
般

会
計
補
助
金
な
ど
の
割
合
が
大
き

く
、
下
水
道
使
用
料
で
は
支
出
額

全
体
の
６
割
程
度
し
か
賄
え
て
い

な
い
な
ど
、
依
然
と
し
て
厳
し
い

経
営
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

施
設
を
整
備
す
る
事
業
で
は
、

新
た
に
排
水
管
を
相
去
地
区
お
よ

び
鬼
柳
地
区
に
２
０
９
４
・
４
ｍ

敷
設
し
ま
し
た
。

■
公
共
下
水
道
の
利
用
に
関
す
る

お
願
い　

　

公
共
下
水
道
を
利
用
で
き
る
地

域
で
公
共
下
水
道
を
利
用
し
て
い

な
い
人
は
、
速
や
か
に
水
洗
ト
イ

レ
へ
の
切
り
替
え
工
事
を
行
っ
て

く
だ
さ
い(

下
水
道
法
で
は
、
公

共
下
水
道
が
使
用
で
き
る
よ
う
に

な
っ
て
か
ら
３
年
以
内
に
公
共
下

水
道
に
連
結
す
る
水
洗
ト
イ
レ
に

改
造
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ

て
い
ま
す)

。

　

ま
た
、
公
共
下
水
道
に
は
絶
対

に
雨
水
を
流
さ
な
い
よ
う
に
お
願

一般会計
普
通
会
計

特
別
会
計

土地取得

国民健康保険

公
営
事
業
会
計

後期高齢者医療

介護保険

駐車場

下水道
公
営
企
業
会
計

農業集落排水

工業団地

宅地造成

電気

収入額 22 億 673 万円（税抜）収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

支出額 22 億 4,024 万円（税抜）

収入額 11 億 2,087 万円（税込）

国庫補助金 8,797 万円 受益者負担金 3,679 万円

支出額 19 億 2,342 万円（税込）

企業債償還金　15 億 3,707 万円

下水道使用料　13 億 2,797 万円

人件費、
維持管理費など
2億 7,219 万円

流域下水道
維持管理負担金
5億 8,880 万円

企業債等支払利息
3億 5,618 万円

企業債
6億 5,460 万円

一般会計出資金
3億 4,151 万円

補てん財源
（損益勘定留保資金など）　8億 255 万円

減価償却費
10 億 2,307 万円

一般会計補助金　6億 455 万円

長期前受金戻入　2億 3,057 万円
一般会計負担金など　4,364 万円

人件費など　1,733 万円
管きょ建設費など　2億 9,405 万円

流域下水道施設建設負担金　2,497 万円 他会計長期借入金償還金　5,000 万円

純損失　3,351 万円

収入額 22 億 673 万円（税抜）収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

支出額 22 億 4,024 万円（税抜）

収入額 11 億 2,087 万円（税込）

国庫補助金 8,797 万円 受益者負担金 3,679 万円

支出額 19 億 2,342 万円（税込）

企業債償還金　15 億 3,707 万円

下水道使用料　13 億 2,797 万円

人件費、
維持管理費など
2億 7,219 万円

流域下水道
維持管理負担金
5億 8,880 万円

企業債等支払利息
3億 5,618 万円

企業債
6億 5,460 万円

一般会計出資金
3億 4,151 万円

補てん財源
（損益勘定留保資金など）　8億 255 万円

減価償却費
10 億 2,307 万円

一般会計補助金　6億 455 万円

長期前受金戻入　2億 3,057 万円
一般会計負担金など　4,364 万円

人件費など　1,733 万円
管きょ建設費など　2億 9,405 万円

流域下水道施設建設負担金　2,497 万円 他会計長期借入金償還金　5,000 万円

純損失　3,351 万円

い
し
ま
す
。
雨
水
が
流
れ
込
む

と
、
溢
れ
た
り
、
処
理
費
用
が
増

大
し
た
り
し
ま
す
。

▽
問
い
合
わ
せ
…
下
水
道
課

☎
72

－

８
２
９
１

※早期健全化基準・財政再生基準の数値を上回ると、財政運営の健全化を図る
ための計画策定が必要になるなどの制約が課せられます。
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第664号

北
上
済
生
会
病
院
は
、
昭
和
11
年
の
創
立
以
来
、
北
上
市

を
中
心
と
す
る
地
域
の
中
核
的
病
院
と
し
て
の
役
割
を

担
っ
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
施
設
の
老
朽
化
な
ど
に
よ

り
、
新
病
院
の
整
備
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま
し
た
。

新
・
北
上
済
生
会
病
院

　
　

建
設
ス
タ
ー
ト

急
性
期
、
周
産
期
、
回
復

期
の
医
療
な
ど
を
充
実

　
新
病
院
は
、
主
に
次
の
機
能
を

有
し
、
地
域
医
療
の
充
実
を
図
っ

て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

○
中
核
病
院
の
一
つ
と
し
て
、
急

性
期
医
療(

急
性
疾
患
や
重
症
患

者
の
受
け
入
れ)

を
提
供

○
地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン

タ
ー(

主
に
妊
娠
期
か
ら
出
産
期

の
母
胎
、
胎
児
や
新
生
児
の
比
較

的
高
度
な
医
療)

○
回
復
期
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

の
更
な
る
充
実

○
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム(

医

療
と
介
護
の
連
携
や
在
宅
医
療
の

推
進)

構
築
へ
の
対
応

○
５
疾
病(

が
ん
、
急
性
心
筋
梗

医
療
需
要
に
見
合
っ
た
病

床
の
整
備

　
新
病
院
は
、
岩
手
県
地
域
医

療
構
想(

平
成
28
年
策
定)

に
お
け

る
、
将
来
の
必
要
病
床
数
お
よ
び

病
床
機
能
の
推
計
に
沿
っ
て
、
急

性
期
病
床
の
減
と
回
復
期
病
床
の

増
を
行
い
ま
す
。

○
新
病
院
の
病
床
数
…
総
数

２
２
４
床(

一
般
病
棟
１
１
４

床
、
小
児
・
産
婦
人
科
病
棟
50

床
、
回
復
期
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
病
棟
60
床
）

病
後
児
保
育
室
な
ど
の

施
設
を
併
設

　
新
病
院
は
、
市
の
政
策
・
施
策

と
連
携
し
、
市
民
を
対
象
と
し
た

定
員
３
人
の
病
後
児
保
育
室
を
院

内
保
育
所
に
併
設
し
ま
す
。
ま

た
、
新
た
な
医
療
需
要
に
対
応
し

た
在
宅
医
療
介
護
連
携
支
援
セ
ン

タ
ー
を
設
置
し
ま
す
。

新
病
院
の
オ
ー
プ
ン
は

平
成
32
年
秋
ご
ろ

　
新
・
北
上
済
生
会
病
院
建
設
工

事
は
、
12
月
ご
ろ
か
ら
本
格
化

し
、
工
事
車
両
の
出
入
り
な
ど
が

発
生
し
ま
す
。
新
病
院
の
完
成
予

定
は
平
成
32
年
８
月
ご
ろ
、
開
院

は
秋
ご
ろ
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　

市
は
、
開
院
に
合
わ
せ
、
周
辺

の
歩
道
や
車
道
の
改
良
や
病
院
前

の
バ
ス
停
の
再
整
備
を
行
う
ほ

か
、
新
し
い
信
号
機
の
設
置
を
県

に
要
望
し
ま
す
。

■
市
民
向
け
説
明
会
開
催

　
市
は
、
新
病
院
建
設
事
業
や
建

設
工
事
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
す
る

説
明
会
を
開
催
し
ま
す
。
ぜ
ひ
ご

参
加
く
だ
さ
い(

予
約
不
要)

。

▽
と
き
…
12
月
10
日(

月)

午
後
６

時
～
７
時

▽
と
こ
ろ
…
市
民
交
流
プ
ラ
ザ
催

事
場(

ツ
イ
ン
モ
ー
ル
プ
ラ
ザ
西
館)

■
か
か
り
つ
け
医
を

持
ち
ま
し
ょ
う

　
県
立
中
部
病
院
や
北
上
済
生
会

病
院
は
、
重
症
者
な
ど
へ
比
較
的

高
度
な
医
療
を
提
供
す
る
病
院
で

す
。
多
く
の
軽
症
の
患
者
が
こ
れ

ら
の
病
院
を
利
用
し
た
場
合
、
十

分
な
医
療
提
供
が
で
き
な
く
な
る

お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。
普
段
、
具

合
が
悪
く
な
っ
た
際
な
ど
は
、
ま

ず
近
隣
の
診
療
所
を
受
診
す
る
な

ど
、
か
か
り
つ
け
医
を
持
つ
よ
う

に
し
ま
し
ょ
う
。

安
全
・
安
心
な
医

療
を
持
続
的
に
提

供
し
て
い
け
る
よ

う
、
旧
県
立
北

上
病
院
跡
地(

九

年
橋
三
丁
目)

を

建
設
地
と
し
、
整

備
を
進
め
て
い
ま

す
。

塞
、
脳
卒
中
、
糖
尿
病
、
精
神
疾

患)

５
事
業(

救
急
・
災
害
時
・
へ

き
地
・
周
産
期
・
小
児
の
各
医

療)

へ
の
対
応

問
い
合
わ
せ

　
　

健
康
増
進
課

　
　
　
　

☎
72

－

８
３
１
５

※写真はイメージです。

※写真はイメージです。
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